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他方,原子力法制は原子力基本法(1955 年)を頂点に,原子炉等規制法(1957 年,2012 年改正), 












































































基本的な考え方を示している.その後平成 24年 3月 30日「指定廃棄物の今後の処理の方針」で
は,指定廃棄物が多量に発生し保管が逼迫している県においては,国が当該都道府県内に必要な
最終処分場（平成 27年４月に「長期管理施設」に呼称を変更）の確保を目指すとした. 
環境省環境再生・資源循環局が平成 29 年 10月に発表した資料（第 1 表）によると,平成 29
年 6月 30日時点で 11都県が保有する指定廃棄物の総量は 194,080.8トンにものぼる. 
 
第 1表 指定廃棄物の指定状況（平成 29年 6月 30日時点） 
 
注 1)栃木県の浄水発生土(工水）(1 件 66.6t）は,浄水と兼用の施設で発生したものであり,浄水
発生土(上水)に含めたものとされる. 
2)環境省環境再生・資源循環局「放射性物質汚染廃棄物の現状について」(平成 29 年 10 月)説
明資料,p.4. (https://www.env.go.jp/jishin/rmp/conf/law-jokyo07/lj07_mat03r.pdf) 
 






件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t) 件 数量(t)
岩手県 8 199.8 2 275.8 10 475.6
宮城県 9 1014.2 3 2271.5 25 95.8 37 3381.5
福島県 459 125166.7 187 3702.6 35 2261.2 6 220.1 98 10718.3 70 5370.5 149 18806.8 1004 166246.2
茨城県 20 2380.1 2 925.8 1 0.4 3 229.4 26 3535.7
栃木県 24 2447.4 14 727.5 ※0 0 8 2200.0 27 8137.0 6 21.3 79 13533.1
群馬県 6 545.8 1 127.0 5 513.9 12 1186.7
千葉県 46 2719.4 2 0.6 1 542.0 15 449.0 64 3710.9
東京都 1 980.7 1 1.0 2 981.7
神奈川県 3 2.9 3 2.9
新潟県 4 1017.9 4 1017.9
静岡県 1 8.6 1 8.6























    第２表 関係５県における指定廃棄物最終処分場候補地選定をめぐる動き 










宮城県では,原発事故に伴って平成 23年3月 14日から空間放射線量の測定を,県南 7地点(仙
台市,名取市,岩沼市,亘理町,山元町,白石市,大河原町)にて開始,福島県境に近い丸森町や角田
市,七ヶ宿町の測定を 4 月５日に追加した.その後 6 月 28 日に空間線量測定のために県北など
県南部以外の市町村に簡易型放射線測定器が貸与され,7 月 11 日にようやく県内全市町村にお
ける空間線量率の定点測定が開始されている. 


























放射性物質濃度の測定を開始し,3 月 28 日から県内の野菜など農畜産物等の測定も徐々に始め
ている. 
他方,3月 19日に農林水産省からの「原子力発電所事故を踏まえた家畜の飼養管理について」
が発出されたことをうけ,5 月 18 日から宮城県産牧草の放射性物質検査が開始されている（注





ろが 7 月 22 日に宮城県産の牛肉から国の暫定規制値を超える放射性セシウムが検出されたこ
とをうけ,7月 28日に原子力災害対策特別措置法に基づき,宮城県産牛の出荷制限が指示される






結果，岩手・宮城・福島・栃木・群馬 5県で約 3万 8千 haの草地の除染が必要となった(注 10).  
 
第３表 県産農林水産物の放射性物質検査結果(平成 23年 3月～24年 3月) 
 
注）宮城県農林水産部食産業振興課「県産農林水産物の放射性物質検査結果概要（平成 23年 3月～















平成 23年 12 月 19日には,県内 8市町が「汚染状況重点調査地域」の指定をうけ,翌平成 24
年 2月 24日には亘理町が追加，宮城県内では 9市町が除染計画策定のもと平成 24年 4月以降,
除染が始められた.これによって除去された土壌は、宮城県内の汚染状況重点調査地域 8市町村
（平成 25 年 6 月に石巻市は解除されたため）合計で 28,388 ㎥にのぼり,このうち現場保管量

























         第 4表 宮城県における市町村長会議開催概要 
 









り,第 9回会議以降は 8000㏃/㎏以下廃棄物処理の問題へと議論が移行している（注 12）.その
間,第 8回会議前後の平成 27年 8月下旬～平成 28年 1月下旬にかけて,宮城県内の指定廃棄物
全ての放射能濃度の再測定が行われている.その結果によると,放射能濃度の減衰によって,指
定廃棄物の中には 8000 ㏃/㎏以下廃棄物となっているものも含まれていることがわかったとい
う.これをもとに第 9 回会議では, 放射能が減衰し 8000 ㏃/㎏以下になったものは一般廃棄物
開催日 主催 主な内容
第1回 H24.10.25 県 最終処分場を県内１カ所に設置することについて理解
第2回 H25.3.28 国・県 環境省より指定廃棄物の最終処分場の安全性と候補地選定に係る経緯等の説明
第3回 H25.5.29 国 候補地の選定手順案について、環境省から説明




































       第 5表 関係 5県の指定廃棄物等の放射能濃度に関する将来推計 






















成 29 年 5月 11日～26日にかけて調査したところ,総量 36,045トン（26市町村）のうち, ①
農林地還元 6,397 トン（16 市町村） ②焼却 14,992 トン（10 市町村） ③未定 14,656 トン
宮城県 3404.1 1090 238 194
茨城県 3643.0 1030 78 0.6
栃木県 13533.1 9680 6750 4250
群馬県 1186.7 538 323 269

















合版）」によると, この時点で宮城県全体での 8000Bq/kg以下廃棄物保有量合計 36044.9トン
の内訳は,以下の第 6 表のとおりとなっている.このうち,加美町,大崎市,登米市の県北 3 市町
の保有量計が 18366.5トンとなっており,全体の約 51％を占めていることになる. 
 
     第 6表 宮城県における 8000㏃/kg以下の放射能汚染廃棄物の保有量 
汚染廃棄物種別 稲わら 牧草 堆肥 ほだ木 その他 合計 
県内保有量（トン） 1905.7 19381.9 3744.3 11011.4 1.5 36044.8 
種別毎保有量の割合 5.29％ 53.77％ 10.39％ 30.55％ ― 100％ 






8000Bq/kg 以下の農林業系廃棄物の試験焼却を,平成 30 年 2 月上旬以降のできるだけ早い時期
に開始するよう努力すること」が確認された.これにしたがって,県内で最も早く試験焼却に着
手した仙南地域広域行政組合では,平成 30年 3月から 11月まで,角田市にある仙南クリーンセ
ンターにて試験焼却を実施し,令和元年 5月から本焼却が開始されている. 
また,平成 30 年 10 月から試験焼却を行った石巻広域クリーンセンターでは,同年 11 月に本
焼却を始め,市内で保管する 2000～5500Bq/kgの稲わら約 70トンを一般ごみと混ぜての本焼却




 一方,牧草や稲わらの保管量の多い大崎広域では,平成 30年 10月から翌年 3月までの約 6か




















で得たが,ここでは匿名にて回答内容を記述する.調査期間は 2019年 8月 14日～22日にかけて
配布（23自治体は訪問及び手渡しにて配布,12自治体には電話及びメール送信にて配布）,回答










第 1図  農林水産物への影響        第 2図 住民不安や要望への対応 















































































































































め」（平成 27年 9月 30日）(http://www.env.go.jp/press/101515.html) 




8) 宮城県食肉衛生検査所/平成 23 年度調査研究「東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う牛肉中の放射性
セシウム検査について」 (https://www.pref.miyagi.jp/uploaded/attachment/117846.pdf) 
9）その後の調査で,県内肥育農家 861戸中,原発事故後集めた稲わらを給与した農家は 225戸と判明.宮城県食










13)第 13回市町村長会議,配布資料 2「8000Bq/㎏以下の農林業系廃棄物の処理意向調査について」. 
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